
 
 

 

協会定款 
 

平成 20 年 12 月 1 日 
 

第 1 章 総則 
 

(名称) 
 

第 1 条 本協会は、一般社団法人ロケバス協会と称する。 
 

(事務所) 
 

第 2 条 本協会は、主たる事務所を東京都品川区上大崎 2-15-19 MG 目黒駅前 2F に置く。

(設立) 
 

第 3 条 本協会は、その主たる事務所の所在地において設立の登記をすることによって成

立する。 
 

(目的) 
 

第 4 条 本協会は、ロケバス事業（旅客自動車運送事業又は貨物自動車運送事業の許可を

受けた事業者が行う撮影に関する事業をいう。以下同じ。）の適正な運営、健全

な発展と経営の近代化、事業者の社会的、経済的地位向上のための運動、事業者

間の連携、協調の増進を図り、もって公共の福祉に寄与することを目的とし、こ

れを達成するため、次に掲げる事業を行う。 
 

1）ロケバス事業に関する指導、調査および研究 
 

2）ロケバス事業に関する統計の作成、資料の収集 
 

3）ロケバス事業に関する意見の公表および国会、行政庁等への申出 
 

4）ロケバス事業者の社会的、経済的地位の向上に寄与する施策と宣伝、啓発 
 

5）事業用資材の購入のあっ旋、情報の提供 
 

6）前各号に掲げる事業を行うために必要な研究、講演、講習会等の開催 
 

7）会員相互の連絡協調を図る施策 
 

8）その他本協会の目的を達成するために必要な事業 



 
 
 

第 2 章 社員 
 

(社員になることができる資格) 
 

第 5 条 本協会は、旅客自動車運送事業又は貨物自動車運送事業の許可を受けた事業者で、 
 

撮影に関する業務を行っている者をもって構成する。 
 

(入会） 
 

第 6 条 本協会に社員として加入しようとする者は、理事会が定めるところにより申し込 
 

みをし、その承認を受けなければならない。 
 

(入会金及び会費） 
 

第 7 条社員は、社員総会において別に定める入会金及び会費を支払わなければならない。

2.本協会の運営上特に必要があるときは、社員総会の決議を経て臨時会費を徴収

することができる。 
 

(任意退社) 
 

第 8 条 社員は、理事会において別に定める退社届を提出することにより、任意にいつで 
 

も、退社することができる。 
 

(法定退社) 
 

第 9 条 前条の場合のほか、社員は次に掲げる事由によって退社する。 
 

1）第５条に規定する資格の喪失 
 

2）総社員の同意 
 

3）死亡又は解散 
 

4）除名 
 

5）会費の未納 
 

(除名) 
 

第 10 条 社員が次の各号のいずれかに該当する場合は、社員総会の決議によって除名する

ことができる。この場合、その社員に対し、社員総会の一週間前までに除名する

旨を通知し、かつ、社員総会において弁明する機会を与えなければならない。 
 

1）本協会の名誉を汚し、又は信用を失うような行為があったとき。 
 

2）本協会の定款又は社員総会の決議を無視する行為があったとき。 
 

2.除名は、除名をした社員にその旨を通知しなければならない。 
 

(社員名簿) 
 

第 11 条 本協会は、社員の氏名又は名称及び住所を記載し、又は記録した名簿を作成し、

その主たる事務所に備え置く。 
 

2.社員は、法令に定められている場合を除き、本協会の業務時間内は、いつでも、

閲覧又は謄写の請求をすることができる。この場合においては、当該請求の理

由を明らかにしなければならない。 



 
 
 

第 3 章 社員総会 
 

(社員総会の権限) 
 

第 12 条 社員総会は、法令に定められている事項及び次に掲げる事項に限り、決議をする

ことができる。 
 

1）役員の選任及び解任 
 

2）役員の報酬の額又はその規定 
 

3）定款の変更 
 

4）事業年度の事業報告及び決算報告の承認 
 

5）会費及び入会金の金額 
 

6）社員の除名 
 

7）重要な財産の処分及び譲り受け 
 

8）解散 
 

9）合併、事業の全部又は重要な一部の譲渡 
 

10）理事会において社員総会に付議した事項 
 

(社員総会の招集) 
 

第 13 条 定時社員総会は、毎事業年度の終了後３箇月以内に招集しなければならない。 
 

2.臨時社員総会は、必要がある場合には、いつでも、招集することができる。 
 

3.社員総会は、法令の定める場合を除き、理事会の決議に基づき代表理事が招集 
 

する。 
 

4.社員総会を招集するには、代表理事は、社員総会の日の２週間前までに、書

面又は電磁的方法により、その通知を発しなければならない。 
 

(招集手続きの省略) 
 

第 14 条 前条第４項の規定にかかわらず、社員総会は、一般社団法人又は一般財団法人に

関する法律（以下「一般法人法」という。）第３８条第１項第３号又は第４号に

掲げる事項を定めた場合を除き、社員の全員の同意があるときは、招集の手続き

経ることなく開催することができる。 
 

(社員提案権) 
 

第 15 条 社員は、法令の定めるところにより、理事に対し、一定の事項を社員総会の目的

とすることを請求することができる。 
 

2.社員は、法令の定めるところにより、社員総会において、社員総会の目的であ

る事項につき議案を提出することができる。 
 

(議長) 
 

第 16 条 社員総会の議長は、その社員総会において、出席社員の中から選出する。

(議決権の数) 
 

第 17 条 社員は、各１個の議決権を有する。 



 
 
 

(社員総会の決議) 
 

第 18 条 社員総会の決議は、総社員の議決権の過半数を有する社員が出席し、出席した当

該社員の過半数をもって行う。可否同数のときは、前条の規定にかかわらず、議

長の採決するところによる。 
 

2.前項の規定にかかわらず、次に掲げる社員総会の決議は、総社員の半数以上で

あって、総社員の議決権の３分の２以上に当る多数をもって行われなければな

らない。 
 

1）社員の除名 
 

2）監事の解任 
 

3）役員の責任の一部免除 
 

4）定款の変更 
 

5）事業の全部の譲渡 
 

6）解散及び精算結了までの継続 
 

7）合併 
 

(議決権の代理行使) 
 

第 19 条 社員は、代理人によってその議決権を行使することができる。この場合において

は、当該社員又は代理人は、代理権を証明する書面を本協会に提出しなければな

らない。 
 

2.前項の代理権の授与は、社員総会ごとにしなければならない。 
 

3.第１項の社員又は代理人は、代理権を証明する書面に代えて、当該書面に記載

すべき事項を電磁的方法により提供することができる。この場合において、当

該社員又は代理人は、当該書面を提出したものとみなす。 
 

(書面による議決権の行使) 
 

第 20 条 書面による議決権の行使は、議決権行使書面に必要な事項を記載し、法令に定め

る時までに当該記載をした議決権行使書面を本協会に提出して行う。 
 

2.前項の規定により書面によって行使した議決権の数は、出席した社員の議決権

の数に算入する。 
 

(電磁的方法による議決権の行使) 
 

第 21 条 電磁的方法による議決権の行使は、法令に定める時までに議決権行使書面に記載

すべき事項を、電磁的方法により本協会に提供して行う。 
 

2.前項の規定により電磁的方法によって行使した議決権の数は、出席した社員の

議決権の数に算入する。 
 

(議長の権限) 
 

第 22 条 社員総会の議長は、当該社員総会の秩序を維持し、議事を整理する。 
 

2.社員総会の議長は、その命令に従わない者その他当該社員総会の秩序を乱す者 
 

を退場させることができる。 



 
 
 

(議事録) 
 

第 23 条 社員総会の議事については、法令に定めるところにより、議事録を作成しなけれ

ばならない。 
 

2.本協会は、社員総会の日から 10 年間、前項の議事録をその主たる事務所に備え 
 

置かなければならない。 
 

3.社員及び債権者は、書面又は電磁的記録により作成された議事録について書面

又は当該電磁的記録を表示したものの閲覧又は謄写をすることを、本協会の業

務時間内は、いつでも、請求をすることができる。 
 

(社員総会の決議の省略) 
 

第 24 条 理事又は社員が社員総会の目的である事項について提案をした場合において、当

該提案につき社員の全員が書面又は電磁的方法により同意の意思表示をしたとき

は、当該提案を可決する旨の社員総会の決議があったものとみなす。 
 

2.本協会は、前項の規定により社員総会に決議があったものとみなされた日から 
 

10 年間、同項の書面又は電磁的記録をその主たる事務所に備え置かなければな

らない。 
 

3.社員又は債権者は、前項の書面又は電磁的記録の閲覧又は謄写をすることを、本 
 

協会の業務時間内は、いつでも、請求することができる。 
 

4.第１項の規定により定時社員総会の目的である事項のすべてについての提案を

可決する旨の社員総会の決議があったものとみなされた場合には、その時に当

該定時社員総会が終結したものとみなす。 
 

(社員総会への報告の省略) 
 

第 25 条 理事が社員の全員に対して社員総会に報告すべき事項を通知した場合において、

当該事項を社員総会に報告することを要しないことにつき社員の全員が書面又は

電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該事項の社員総会への報告が

あったものとみなす。 
 

2.本協会は、前項の規定により社員総会に決議があったものとみなされた日か

ら 10 年間、同項の書面又は電磁的記録をその主たる事務所に備え置かなけ

ればならない。 
 

3.社員又は債権者は、前項の書面又は電磁的記録の閲覧又は謄写をすることを、 
 

本協会の業務時間内は、いつでも、請求することができる。 
 

4.第１項の規定により定時社員総会の目的である事項のすべてについての提案

を可決する旨の社員総会の決議があったものとみなされた場合には、その時

に当該定時社員総会が終結したものとみなす。 



 
 
 

第 4 章 社員総会以外の機関の設置 
 

(社員総会以外の機関の設置) 
 

第 26 条 本協会は、役員として理事及び監事を置く。 
 

2.本協会の理事の数は３名以上１０名以内とする。 
 

3.本協会の監事は１名以上２名以内とする。 
 

4.本協会は、理事会を設置する。 
 

 

第 5 章 役員の選任及び解任 
 

(選任) 
 

第 27 条 役員は、社員総会の決議によって選任する。 
 

(役員の資格) 
 

第 28 条 法令に定める欠格事由に該当する者は、理事又は監事となることができない。 

2. 監事は、本協会の理事又はその子法人の理事又は使用人を兼ねることがで

きない。 

3. 新たに役員になるものは現職理事２名以上の推薦を要する。 
 

(理事の任期) 
 

第 29 条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定 
 

時社員総会の終結する時までとする。 
 

(監事の任期) 
 

第 30 条 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時社員総会の終結の時までとする。 
 

(解任) 
 

第 31 条 役員は、いつでも、社員総会の決議によって解任することができる。。

(役員に欠員が生じた場合の措置) 
 

第 32 条 役員が欠けた場合又は定款で定めた役員の員数が欠けた場合には、任期の満了又

は辞任により退任した役員は、新たに選任された役員が就任するまで、なお役員

としての権利義務を有する。 



 
 
 

第 6 章 理事 
 

(代表理事等) 
 

第 33 条 理事のうち１名を代表理事とする。 
 

2.代表理事以外の理事のうち３名以内を業務執行理事とすることができる。

(代表理事に欠員を生じた場合の措置) 
 

第 34 条 代表理事が欠けた場合には、任期の満了又は辞任により退任した代表理事は、新

たに選定された代表理事が就任するまで、なお代表理事としての権利義務を有す

る。 
 

(忠実義務) 
 

第 35 条 理事は、法令及び定款並びに社員総会の決議を遵守し、本協会のため忠実にその 
 

職務を行わなければならない。 
 

(取引の制限) 
 

第 36 条 理事は、次に掲げる場合には、理事会において、当該取引につき重要な事実を開

示し、その承認を受けなければならない。 
 

1）理事が自己又は第三者のために本協会の事業の部類に属する取引をしよとす

るとき。 
 

2）理事が自己又は第三者のために本協会と取引をしようとするとき。 
 

3）本協会が理事の債務を保証することその他理事以外の者との間において本協

会と当該理事との利益が相反する取引をしようとするとき。 
 

2.前項各号の取引をした理事は、当該取引後、遅滞なく、当該取引についての重

要な事実を理事会に報告しなければならない。 
 

(理事の報告義務) 
 

第 37 条 理事は、本協会に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したと 
 

きは、直ちに、当該事実を監事に報告しなければならない。 
 

(社員による理事の行為の差止め) 
 

第 38 条 社員は、理事が本協会の目的の範囲外の行為その他法令若しくは定款に違反する

行為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、当該行為によっ

て本協会に著しい損害が生ずるおそれがあるときは、当該理事に対し、当該行為

をやめることを請求することができる。 
 

(理事の報酬) 
 

第 39 条 理事の報酬等は、社員総会の決議によって定める。 



 
 
 

第 7 章 理事会 
 

(理事会の権限) 
 

第 40 条 理事会は、すべての理事で組織する。 
 

2.理事会は、次に掲げる職務を行う。 
 

1）本協会の業務執行の決定 
 

2）理事の職務の執行の監督 
 

3）代表理事の選定及び解職 
 

3.理事会は、代表理事及び業務執行理事を選定する。 
 

4.理事会は、次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を理事に委任する 
 

ことができない。 
 

1）重要な財産の処分及び譲受け 
 

2）多額の借財 
 

3）重要な使用人の選任及び解任 
 

4）従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更及び廃止 
 

5）理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他本協会の業務の適正を確保するために必要なものとして法令で定める体制

の整備 
 

6）第５６条第１項の規定による第５４条の責任の免除 
 

(理事の権限) 
 

第 41 条 代表理事は、本協会を代表し、本協会の業務を執行する。 
 

2.業務執行理事は、理事会において別に定めるところにより、本協会の業務を分 
 

担執行する。 
 

3.代表理事及び業務執行理事は、３箇月に１回以上、自己の職務の執行の状況

を理事会に報告しなければならない。 
 

(招集権者) 
 

第 42 条 理事会は、代表理事が招集する。 
 

(招集手続き） 
 

第 43 条 代表理事は、理事会の日の１週間前までに、各理事及び監事に対してその通知 

を発しなければならない。 
 

2.前項の規定にかかわらず、理事会は、理事及び監事の全員の同意があるときは、

招集の手続きを経ることなく開催することができる。 
 

(理事会の決議) 
 

第 44 条 理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数が出席し、その過半数

をもって行う。 
 

2.前項の決議について特別の利害関係を有する理事は、議決に加わることがで

きない。 



 
 
 

3.理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成し、議

事録が書面で作成されているときは代表理事及び監事は、これに署名し、又は

記名押印しなければならない。 
 

4.前項の議事録が電磁的記録をもって作成されている場合における当該電磁的

記録に記録された事項については、法令に定める署名又は記名押印に代わる措

置をとらなければならない。 
 

5.理事会の決議に参加した理事であって第３項の議事録に異議をとどめないも

のは、その決議に賛成したものと推定する。 
 

(理事会の決議の省略) 
 

第 45 条 理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において当該提案

につき理事の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当

該提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなす。 
 

(議事録等) 
 

第 46 条 理事会の日（前条の規定により理事会の決議があったものとみなされた日を含

む。）から 10 年間、第 44 条第 3 項の議事録又は前条の意思表示を記載し、若

しくは記録した書面若しくは電磁的記録をその主たる事務所に備え置かなければな

らない。 
 

2.社員及び債権者は、法令の定めるところにより、前項の書面又は電磁的記録

の閲覧又は謄写の請求をすることができる。 
 

 

第 8 章 監事 
 

(監事の権限) 
 

第 47 条 監事は、理事の職務の執行を監査する。この場合において、監事は、法令で定め

るところにより、監査報告を作成しなければならない。 
 

2.監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、又は本協会の業 
 

務及び財産の状況の調査をすることができる。 
 

3.監事は、その職務を行うため必要があるときは、本協会の子法人に対して事業の報

告を求め、又はその子法人の業務及び財産の状況の調査をすることができる。 
 

(理事への報告義務) 
 

第 48 条 監事は、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがあると認める

とき、又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると

認めるときは、遅滞なく、その旨を理事会に報告しなければならない。 
 

(理事会への出席義務等) 
 

第 49 条 監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べなければなら

ない。 
 

2.監事は、前条に規定する場合において、必要があると認めるときは、代表理事に 



 
 
 

対し、理事会の招集を請求することができる。 
 

3.前項の規定による請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２

週間以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合は、

その請求をした監事は、理事会を招集することができる。 
 

(社員総会に対する報告義務) 
 

第 50 条 監事は、理事が社員総会に提出しようとする議案、書類その他法令で定めるもの

を調査しなければならない。この場合において、法令若しくは定款に違反し、又

は著しく不当な事項があると認めるときは、その調査の結果を社員総会に報告し

なければならない。 
 

(監事による理事の行為の差止め) 
 

第 51 条 監事は、理事が本協会の目的の範囲外の行為その他法令若しくは定款に違反する

行為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、当該行為によっ

て本協会に著しい損害が生ずるおそれがあるときは、当該理事に対し、当該行為

をやめることを請求することができる。 
 

(監事の報酬等) 
 

第 52 条 監事の報酬等は、社員総会の決議によって定める。 
 

2.監事は、社員総会において、監事の報酬等について意見を述べることができる。

(費用等の請求) 
 

第 53 条 監事がその職務の執行について本協会に対して次に掲げる請求をしたときは、本

協会は、当該請求に係る費用又は債務が当該監事の職務の執行に必要でないこと

を証明した場合を除き、これを拒むことができない。 
 

1）費用の前払いの請求 
 

2）支出した費用及び支出の日以後におけるその利息の償還の請求 
 

3）負担した債務の債権者に対する弁済（当該債務が弁済期にない場合にあって

は、相当の担保の請求）の請求 



 
 
 

第 9 章 役員の損害賠償責任 
 

(役員の損害賠償責任) 
 

第 54 条 役員は、その任務を怠ったときは、本協会に対し、これによって生じた損害を賠 
 

償する責任を負う。 
 

(損害賠償責任の免除) 
 

第 55 条 前条の責任は、総社員の同意がなければ、免除することができない。

(責任の一部免除) 
 

第 56 条 本協会は、前条の規定にかかわらず、第５４条の責任について、当該役員が職務

を行うにつき善意でかつ重大な過失がない場合において、責任の原因となった事

実の内容、当該役員の職務の執行の状況その他の事情を勘案して特に必要と認め

るときは、一般法人法第１１３条第１項の規定により免除することができる額を

限度として、理事会の決議によって免除することができる。 
 

2.理事は、前項の責任の免除（理事の責任の免除に限る。）に関する議案を理

事会に提出するには、監事（監事が２人ある場合にあっては、各監事）の同

意を得なければならない。 
 

(役員の第三者に対する損害賠償責任) 
 

第 57 条役員がその職務を行うについて悪意又は重大な過失があったときは、当該役員は、

これによって第三者に生じた損害を賠償する責任を負う。 
 

2.次の各号に掲げる者が、当該各号に定める行為をしたときも、前項と同様と

する。ただし、その者が当該行為をすることについて注意を怠らなかったこ

とを証明したときは、この限りでない。 
 

1）理事 次に掲げる行為 
 

イ.計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書に記載し、又は記録すべ 
 

き重要な事項についての虚偽の記載又は記録 
 

ロ.基金を引き受ける者の募集をする際に通知しなければならない重要な事

項についての虚偽の通知又は当該募集のための本協会の事業その他の事項

に関する説明に用いた資料についての虚偽の記載若しくは記録 
 

ハ.虚偽の登記 
 

ニ.虚偽の公告 
 

2）監事 監査報告に記載し、又は記録すべき重要な事項についての虚偽の記載

又は記録 
 

(役員の連帯責任) 
 

第 58 条 役員が本協会又は第三者に生じた損害を賠償する責任を負う場合において、他の役

員も当該損害を賠償する責任を負うときは、これらの者は、連帯債務者とする。 



 
 
 

第 10 章 計算 
 

(会計の原則) 
 

第 59 条 本協会の会計は、その行う事業に応じて、一般に公正妥当と認められる会計の慣 
 

行に従うものとする。 
 

(事業年度) 
 

第 60 条 本協会の事業年度は、毎年 4 月 1 日から始まり、翌年 3 月 31 日に終わ

る。(会計帳簿) 
 

第 61 条 本協会は、法令に定めるところにより、適時に、正確な会計帳簿を作成するもの

とする。 
 

2.本協会は、会計帳簿の閉鎖の時から 10 年間、その会計帳簿及びその事業に関 
 

する重要な資料を保存する。 
 

3.社員は、本協会の業務時間内は、いつでも、会計帳簿の閲覧又は謄写の請求

をすることができる。この場合においては、当該請求の理由を明らかにしな

ければならない。 
 

(計算書類等の作成及び保存) 
 

第 62 条 本協会は、法令に定めるところにより、その成立の日における貸借対照表を作成

する。 
 

2.本協会は、法令に定めるところにより、各事業年度に係る計算書類（貸借対

照表及び損益計算書をいう。以下同じ。）及び事業報告並びにこれらの附属

明細書を作成する。 
 

3.計算書類及び事業報告書並びにこれらの附属明細書は、電磁的記録をもって 
 

作成する 
 

4.計算書類を作成した時から 10 年間、当該計算書類及びその附属明細書を保

存する。 
 

(計算書類等の監査) 
 

第 63 条 前条第２項の計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書は、法令に定める

ところにより、監事の監査を受けなければならない。 
 

2.前項の監査を受けた計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書は、理

事会の承認を受けなければならない。 
 

(計算書類等の社員への提供) 
 

第 64 条 理事は、定時社員総会の招集の通知に際して、法令に定めるところにより、社員

に対し、前条第２項の承認を受けた計算書類及び事業報告並びに監査報告を提供

しなければならない。 



 
 
 

(計算書類等の定時社員総会への提出等) 
 

第 65 条 理事は、第６３条第２項の承認を受けた計算書類及び事業報告を定時社員総会に

提出し、又は提供しなければならない。 
 

2.前項の規定により提出され、又は提供された計算書類は、定時社員総会の承認を 
 

受けなければならない。 
 

3.理事は、第１項の規定により提出され、又は提供された事業報告の内容を定時

社員総会に報告する。 
 

(貸借対照表の公告) 
 

第 66 条 本協会は、法令の定めるところにより、定時社員総会の終結後遅滞なく、貸借対 
 

照表を公告する。 
 

(計算書類等の備置き及び閲覧等) 
 

第 67 条 本協会は、各事業年度に係る計算書類、事業報告及びこれらの附属明細書並びに

監査報告を、定時社員総会の日の２週間前の日（第２４条第１項の場合にあって

は、同項の提案があった日）から５年間、その主たる事務所に備え置く。 
 

2.社員及び債権者は、法令の定めるところにより、前項の書類の閲覧又は謄本

若しくは抄本の交付を請求することができる。 
 

(公告の方法) 
 

第 68 条 本協会の公告は官報に掲載する。 
 

 

第 11 章 基金 
 

(基金の募集) 
 

第 69 条 本協会は、法令の定めるところにより、基金を引き受ける者の募集をすることが

できる。 
 

(基金の拠出) 
 

第 70 条 基金の引受人は、本協会の定めるところにより、基金の拠出を行わなければな

らない。 
 

(基金の拠出者の権利に関する規定) 
 

第 71 条 基金の拠出者は、本協会が解散するまでは基金の返還を請求することができない。2.

前項の規定にかかわらず、本協会は、基金の全部又は一部を返還することがで 
 

きる。 
 

(基金の返還の手続) 
 

第 72 条 前条第 2 項による基金の返還は、定時社員総会の決議に基づき、一般法人法第 

141 条第 2 項に規定する限度額の範囲内で行う。 
 

2.基金の返還に係る債権には、利息を付することができない。 



 
 
 

第 12 章 解散 
 

(解散事由) 
 

第 73 条 本協会は、次に掲げる事由によって解散する。 
 

1）社員総会の決議 
 

2）社員が欠けたとき 
 

3）合併（合併により本協会が消滅する場合に限る。） 
 

4）破産手続き開始の決定 
 

5）裁判所による解散命令があったとき 
 

(残余財産の帰属) 
 

第 74 条 残余財産は、国庫に帰属する。 
 

 

第 13 章 その他 
 

(個人情報の保護) 
 

第 75 条 本協会は、業務上知り得た個人情報の保護に万全を期するものとする。

(委任) 
 
第 76 条 この定款に定めるもののほか、本協会の運営に必要な事項は、理事会の決議によ 

 
り別に定める。 

 
(法令の準拠) 

 
第 77 条 この定款に規定のない事項は、すべて一般法人法その他の法令に従う。 

 

 

以上、一般社団法人ロケバス協会設立に際し、代表社員他 30 名の定款作成代理人である

行政書士古屋亨は、本定款を作成し、記名押印する。 
 

平成 20 年 12 月 1 日 


